
◆独立行政法人福祉医療機構は、「社会福祉法人経営動

向調査(平成28年11月実施)」の概要を公表しました。こ

の調査は、社会福祉法人と特別養護老人ホームの現場の

実感を調査して運営実態を明らかにすることを目的とし

ているもので、特別養護老人ホームを運営する社会福祉

法人392法人（登録しているモニター）に対して３・

６・９・11月の四半期ごとに実施されているものです。

今回公表されたのは、平成28年11月14日から12月２日

に実施されたもので、378施設の有効回答（有効回答率

96.4％）を得て集計された内容をもとに、過去の調査と

の比較を行ったものです。

分析結果としては、

・サービス活動収益とサービス活動増減差額は、

法人でわずかに減少、特養では増加

・黒字である法人や特養の割合増加

・特養の人材確保の増進

・特養の稼働率低下

ということになりました。

詳細は、福祉医療機構のホームページから「経営サ

ポート事業」に進み、一番上にある「社会福祉法人経営

動向調査」をご確認ください。

（参考：福祉医療機構ＨＰ）
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★あけましておめでとうございます。本年は改正社会福祉法の完全施行の年です。

本年もどうぞよろしくご支援、ご指導のほど、お願い申し上げます。

東京都、保育所への借地の固定資産税全額免除へ

～2017年度から全国初の措置～

社会福祉充実計画のパブコメ

～１月12日まで募集中～

◆平成28年度決算から作成が求められる社会福祉充実計画

については、「社会福祉法第55条の２の規定に基づく社会

福祉充実計画の承認等について（案）」が示されています

が、現在これに関する意見募集についてのパブリック・コ

メントが実施されています。

このパブリック・コメント終了後、正式な通知が発出さ

れる予定ですが、発出時期は１月中を目途としているとの

ことです。

ご意見の投稿につきましては「パブリック・コメント」

と「社会福祉充実計画」をキーワードに検索していただく

と、「e-Gov」(電子政府の総合窓口)が出てきますので、

内容をご確認のうえ、投稿してください。

御意見募集期間は平成29年１月12日(木)までとなってお

りますので、ご参照ください。

◆東京都は、保育施設として使用するために貸し付けられた土地や家屋を対象に、2017年度から固定資産税を全額免

除する方針を固めました。これは全国初の試みで、用地不足が大きな原因となっている保育所不足の解消を目指すた

めに実施されるものです。併せて都では、保育士の待遇改善等を含めた保育所対策の方針を明らかにしています。

東京都では全国ワーストの保育所待機児童があり、2016年４月現在では8,466人で、前年度にいったん減少したも

のの１年で再増加に転じました。この待機児童を減らすために保育施設を増加させるための対策の一つとして、今回

の固定資産税全額免除に踏み切ることになりました。都では、保育施設の用地については、固定資産税を非課税にし

たり減免したりする措置がありますが、対象はいずれも施設運営者が土地を保有する場合に限られており、借地でも

全額免除にすることで、土地の所有者が保育施設に使ってもらう意識を高めることに寄与することを狙っています。

また、都が直接徴収している２３の特別区内だけでなく、都内の市町村が同様の措置をした場合、税収減の補塡と

して市町村に交付金を出すことも検討しています。

社会福祉法人経営動向調査

～福祉医療機構が公開～
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前年前年前年前年

度比度比度比度比

Ｈ23 1,576 3,715 1,827 615 122 7,855 △580

Ｈ24 1,358 3,487 1,698 613 101 7,257 △598

Ｈ25 1,637 3,883 1,691 752 154 8,117 ＋860

Ｈ26 2,151 4,046 1,701 588 186 8,672 ＋555

Ｈ27 1,786 4,089 1,436 420 83 7,814 △858

Ｈ28 2,072 4,447 1,485 411 51 8,466 ＋652

東京都における施設数は、認証保

育所数は若干減少傾向にあるもの

の、認可保育所数はこの６年間で約

３割増加（542施設増）しており、

利用定員数も約５万人分増加してい

ます。一方で待機児童数は、右表の

とおり毎年8,000人前後を境目として

推移し、それほど大きな減少は見ら

れません。特に１歳児がそのうちの

約半数を占めています。また全体の

約９割以上は３歳未満児となってお

り、そのため職員配置を満たすため

の保育士不足に拍車をかけている状

況です。

また都内でも世田谷区、杉並区、

練馬区などには待機児童数が多く、

この３区で約2,900人と、全体の約３割を占めています。

このほか東京都では保育士の待遇改善のため、保育士１

人あたり月額平均44,000円の給与補助をすることで補助額

を倍増させる方針を決めています。職責や勤務年数に応じ

て賃金体系を定める人事制度を導入することを条件に、保

育施設の運営事業者に補助する。

施設の新設を加速させ、保育士の処遇改善に注力するこ

とで、さらに顕在化する待機児童を解消することができる

かどうか、注目されます。

（参考：東京都ＨＰ／朝日新聞／毎日新聞／日経新聞）


